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2021年1月6日 

報道関係者各位 
 

代表者​ ​能條桃子 
慶應義塾大学4年・一般社団法人NO YOUTH NO JAPAN代表理事 

他7名 
 

気候変動を憂う10代・20代の高校生・大学生・会社員・起業家ら有志9名が 
ベトナム・ブンアン２石炭火力発電事業輸出を疑問視 
〜三菱商事と支援銀行４行に公開質問状を送付しました〜 

 
 
　​平素より大変お世話になっております。この度、​気候変動を憂う団体・立場を超えた10代・20代の有志9名で日
本の発展途上国に対する石炭火力発電を輸出に関し、新たなキャンペーンを開始​します。皆様のメディアにてご紹

介頂けますと幸いです。取材や追加素材提供等のご要望がございましたら、下記までご連絡くださいませ。なお、

代表者以外の共同質問者の名前をご紹介いただく場合には事前にご一報​をお願いいたします。 
 
　2020年12月29日に​三菱商事がベトナムで計画するブンアン2石炭火力発電所建設事業に対する国際協力銀行（
JBIC）の約17億6700万ドル（約1800億円）の協調融資が決定​されました。この件に関し、日本で暮らす気候変動
を憂う10代・20代の間で問題意識を共有し、まず、​本事業の計画中止の可能性の有無​、中止されない場合​なぜ本事
業が白紙に戻ることなく計画が継続され、融資支援が決定するのかを知るために、本事業を実施する三菱商事と本

事業へ融資支援を行う国際協力銀行・みずほ銀行・三井住友銀行・三菱UFJ銀行に公開質問状を送付しました​。こ
の回答は文書またはビデオ通話で2021年1月14日を期限に申し入れております。なお、送付した質問票をこの文書
に添付します。 
　この回答を待ち、回答が頂けない場合は、三菱商事および融資支援を行う銀行に申し入れを行うこと及び、関連

企業の投資家や日本政府に対しても、この計画の整合性について質し、要望を行なっていきます。 
　なお、このキャンペーンに関する情報は「#石炭火力発電を輸出するって本当ですか」のnoteから発信予定で
す。 
 
＜共同質問者＞ 
能條桃子（一般社団法人NO YOUTH NO JAPAN代表理事・慶應義塾大学4年） 
岩野さおり（Fridays For Future Japan/Tokyo・都立国際高校2年） 
中野一登（Fridays For Future Japan/Kyoto・早稲田大学1年 ） 
今井絵里菜（神戸石炭訴訟 原告） 
勝見仁泰（株式会社Allesgood代表取締役CEO） 
山本大貴（Climate Live Japan実行委員会　共同代表・都立西高校2年） 
山本和奈（一般社団法人Voice Up Japan代表理事） 
青柳雄大（早稲田大学4年） 
露木志奈（環境活動家・慶應義塾大学1年 ） 

プレスリリース 
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＜ブンアン2建設に関する問題意識＞ 
１）地球温暖化を促進させる石炭火力発電所建設の妥当性について 
パリ協定に整合性のある目標として科学者は世界全体で2050年にCO2の排出実質ゼロを求めており、日本も2020年7月
には石炭火力発電の輸出を厳格化し10月に菅首相が脱炭素社会実現を宣言をしているが、今から石炭火力発電所を建設
することに対し、パリ協定との整合性をどのように説明できるのか。 
２）発展途上国に対する輸出に関し、先進国・輸出国としての責任の所在 
本計画が具体的に進められ始めた2007年から10年以上の月日が経過しており、この10年間で気候変動の影響が深刻化し
つつあるだけでなく、自然エネルギー発電の価格がベトナムでも起きている。石炭火力発電を輸出することは座礁資産

となるリスクがあるのではないか。この事業を行う責任はどこにあるのか。 
３）目先の利益が優先される決定と将来世代への説明について 
本事業は10年以上前より計画されてきたものであり、関係各社の利益が優先され、白紙にすることが難しくなっている
のではないか。本案件に融資を決定したと報じられている三菱UFJ銀行、三井住友銀行、みずほ銀行は気候変動対策への
観点から石炭火力発電事業への新規融資を原則として行わないという方針をすでに策定しているにも関わらず、この計

画を目先の利益を追い優先した結果、被害を被るのは気候変動が深刻化した地球で生きる将来世代である。将来世代に

今回の計画の継続をどう説明するのか。 
 

＜本プロジェクト発起人について＞ 
能條 桃子（のうじょう ももこ） 
1998年生まれ（22歳） 
慶應義塾大学経済学部4年生 
Twitter ​https://twitter.com/momokonojo 
 
・一般社団法人NO YOUTH NO JAPAN 代表理事 
Instagram ​https://www.instagram.com/noyouth_nojapan/​ 　HP ​http://noyouthnojapan.org/ 
若者の政治参加を促進することを目的に、10代後半から20代を中心に5.4万人がフォローす
る政治・社会のInstagramメディアを運営する一般社団法人NO YOUTH NO JAPANを創立
し、代表を務める。「若者が声を届け、その声が響く社会」を目指し、SNSメディアの運営
の他、地方選挙の投票率UPプロジェクトや政治家と若い世代の対話の機会づくりを行う。 
 
・気候変動および今回のプロジェクトについて 
　2019年デンマーク留学中に、現地の同世代の気候変動に対する意識や行動力に感化さ
れ、また、デンマークの国政選挙やEU議会議員選挙の大きな争点の1つとして気候変動問題
が扱われていたことに衝撃を受け、気候変動問題に関心を持つ。帰国後2020年2月に気候変
動問題に関心をもつ全国の学生100名を集めた2日間のトレーニング「学生気候危機サミッ
ト」を開催するなど、若者の政治参加を基軸に気候変動問題にも取り組む。 
　この度、2020年12月29日に発表されたブンアン2計画への融資決定の報道を見て、気候変
動対策に逆行するこの決定に怒りと疑問で夜も寝付けず、まずは理由が知りたいと公開質問

状を送ることとしました。私一人で送っても影響力が小さいと考えたため、同じ問題意識を

共有する友人などに声をかけ、この企画が成立しました。建設が始まっていない今ならまだ

計画中止が間に合うかもしれない、建設が始まる前の今、声を上げることができる私たちが

動かなければならないと考え、プロジェクト実施を決意しました。 
 
 
 
 

 
 

  

連絡先 
 

担当者：能條桃子（一般社団法人NO YOUTH NO JAPAN代表理事／慶應義塾大学4年 ） 
電話番号：090-3431-5520 

メールアドレス：​hontodesuka2021@gmail.com 
住所：〒153-0064 東京都目黒区下目黒4-15-3​ (公開はご遠慮願います。) 

https://twitter.com/momokonojo
https://www.instagram.com/noyouth_nojapan/
http://noyouthnojapan.org/
mailto:hontodesuka2021@gmail.com
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※添付画像について、質問状送信から変更がありました。画像は1ページ目のものをご利用ください。 
 

 

 
 
はじめまして。 
私たちは、10代・20代の気候変動を憂う高校生・大学生・会社員・起業家です。 
 
2020年12月29日のベトナム・ブンアン2への融資決定報道を受け、まずはこれが事実なのか
を確認したい、そして事実だとしたら計画を今から止めることはできないのか、どうして継

続しようとしているのかをお伺いしたく、有志9名で団体・立場を超え、質問状を送付させ
ていただくことにしました。 
 
私たちは日本の発展途上国に対する石炭火力発電を輸出に関し疑問を持っていますが、この

計画を継続する皆さまにも都合や事情・正義があるのだと思っています。そのあたりを全く

考慮せず、「計画反対」と考えるのは安直なのかもしれないと考え、まずは直接質問させて

いただきたいと考えるに至りました。 
 
お忙しいところ恐縮ですが、ご返答いただけますと非常に嬉しいです。 
どうぞよろしくお願いいたします。 
 

（2021年1月5日） 
 

 
 

一般社団法人NO YOUTH NO JAPAN代表理事・慶應義塾大学4年 ​能條桃子 
Fridays For Future Japan/Tokyo・都立国際高校2年 ​岩野さおり 

Fridays For Future Japan/Kyoto・早稲田大学1年 ​中野一登 
神戸石炭訴訟 原告 ​今井絵里菜 

株式会社Allesgood代表取締役CEO​ 勝見仁泰 
Climate Live Japan実行委員会　共同代表・都立西高校2年 ​山本大貴 

一般社団法人Voice Up Japan代表理事 ​山本和奈 
早稲田大学4年 ​青柳雄大 

環境活動家・慶應義塾大学1年​ 露木志奈 

添付資料（１）　送付物（全社宛） 
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2021年1月5日 
三菱商事株式会社  
代表取締役社長  垣内 威彦様 

 
一般社団法人NO YOUTH NO JAPAN代表理事・慶應義塾大学4年 ​能條桃子 

Fridays For Future Japan/Tokyo・都立国際高校2年 ​岩野さおり 
Fridays For Future Japan/Kyoto・早稲田大学1年 ​中野一登 

神戸石炭訴訟 原告 ​今井絵里菜 
株式会社Allesgood代表取締役CEO​ 勝見仁泰 

Climate Live Japan実行委員会　共同代表・都立西高校2年 ​山本大貴 
一般社団法人Voice Up Japan代表理事​山本和奈 

早稲田大学4年 ​青柳雄大 
環境活動家・慶應義塾大学1年​ 露木志奈 

 
 

公開質問状 
 
　私たちは気候変動を憂う日本で暮らす10代・20代です。私たちは普段、学業・仕事の傍ら気候変動・環境
問題や若者の政治参加促進、人権保護などに関する活動を行っています。貴社がベトナムで計画するブンア

ン2石炭火力発電事業および2020年12月29日に発表された本事業に対する国際協力銀行（JBIC）の約17億
6700万ドル（約1800億円）の協調融資決定に疑問があり、本計画の中止予定や妥当性・企業としての姿勢な
どについて共同で質問をさせて頂きます。以下に質問事項を記させていただきます。 
　お忙しいところ恐縮ですが2021年1月14日までに文書またはビデオ通話による回答をお願い致します。 
 
 
 

記 
 
【質問事項】 
（１）本計画は、日本とベトナム両政府によるプロジェクトであり、ベトナムの経済発展に寄与するものであると

認識しております。本計画が具体的に進められ始めた2007年からすでに10年以上の月日が経過し、気候変動の影
響がますます深刻化しつつあるとともに、ベトナムを含む国際社会では自然エネルギー発電の価格低下が起きてい

ます。 
　さらに日本では、2020年7月に石炭火力発電の輸出が厳格化され、10月に2050年までの脱炭素社会の実現を菅首
相が宣言をしました。このような状況の変化を受けて、この計画を中止する予定はありますでしょうか。また気候

変動の観点からのこうした議論を貴社としてはどのように受け止めてますでしょうか。 
 
（２）仮に今後、中止の予定がない場合、ブンアン2の建設計画と、日本とベトナムも批准している気候変動枠組
み条約（パリ協定）および1.5度努力目標との整合性についてはどのようにお考えでしょうか。 
 
（３）国際的なESG（環境・社会・企業統治）の流れの中で、海外投資家などから、石炭火力発電事業への批判が
高まっています。新規の建設を含む貴社の方針を伺えないでしょうか。 
 
（４）日本経済団体連合会が「サステナブルな資本主義」を掲げ「グリーン成長」に向けた方針を掲げています。

企業会員の一員として貴社は気候変動を含む環境問題に対してどのようなビジョンで取り組んでいるのでしょう

か。 
 
以上 

担当者連絡先 能條桃子  
慶應義塾大学経済学部4年 

一般社団法人NO YOUTH NO JAPAN代表理事 
hontodesuka2021@gmail.com / 090-3431-5520 

〒153-0064  東京都目黒区下目黒4-15-3 能條桃子宛 

添付資料(２) 三菱商事宛公開質問状 
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2021年1月5日 
株式会社国際協力銀行  
代表取締役総裁  前田 匡史様 

 
一般社団法人NO YOUTH NO JAPAN代表理事・慶應義塾大学4年 ​能條桃子 

Fridays For Future Japan/Tokyo・都立国際高校2年 ​岩野さおり 
Fridays For Future Japan/Kyoto・早稲田大学1年 ​中野一登 

神戸石炭訴訟 原告 ​今井絵里菜 
株式会社Allesgood代表取締役CEO​ 勝見仁泰 

Climate Live Japan実行委員会　共同代表・都立西高校2年 ​山本大貴 
一般社団法人Voice Up Japan代表理事​山本和奈 

早稲田大学4年 ​青柳雄大 
環境活動家・慶應義塾大学1年​ 露木志奈 

 
 

公開質問状 
 
　私たちは気候変動を憂う日本で暮らす10代・20代です。私たちは普段、学業・仕事の傍ら気候変動・環境
問題や若者の政治参加促進、人権保護などに関する活動を行っています。三菱商事株式会社等が出資するベ

トナムのブンアン2石炭火力発電事業および2020年12月29日に発表された本事業に対する御行の約6億3600万
米ドルの協調融資決定に疑問があり、本計画への融資中止予定や妥当性・企業としての姿勢などについて共

同で質問をさせて頂きます。以下に質問事項を記させていただきます。 
　お忙しいところ恐縮ですが2021年1月14日までに文書またはビデオ通話による回答をお願い致します。 
 
 

記 
 
【質問事項】 
（１）本計画は、日本とベトナム両政府によるプロジェクトであり、ベトナムの経済発展に寄与するものであると

認識しております。本計画が具体的に進められ始めた2007年からすでに10年以上の月日が経過し、気候変動の影
響がますます深刻化しつつあるとともに、ベトナムを含む国際社会では自然エネルギー発電の価格低下が起きてい

ます。 
　さらに日本では、2020年7月に石炭火力発電の輸出が厳格化され、10月に2050年までの脱炭素社会の実現を菅首
相が宣言をしました。このような状況の変化を受けて、この計画への融資中止を実施する予定はありますでしょう

か。また気候変動の観点からのこうした議論を貴社としてはどのように受け止めてますでしょうか。 
 
（２）仮に今後、中止の予定がない場合、ブンアン2の建設計画と、日本とベトナムも批准している気候変動枠組
み条約（パリ協定）および1.5度努力目標との整合性についてはどのようにお考えでしょうか。 
 
（３）国際的なESG（環境・社会・企業統治）の流れの中で、海外投資家などから、石炭火力発電事業への批判が
高まっています。新規の建設を含む貴社の方針を伺えないでしょうか。 
 
（４）日本経済団体連合会が「サステナブルな資本主義」を掲げ「グリーン成長」に向けた方針を掲げています。

企業会員の一員として貴社は気候変動を含む環境問題に対してどのようなビジョンで取り組んでいるのでしょう

か。 
 
以上 

担当者連絡先 能條桃子  
慶應義塾大学経済学部4年 

一般社団法人NO YOUTH NO JAPAN代表理事 
hontodesuka2021@gmail.com / 090-3431-5520 

〒153-0064  東京都目黒区下目黒4-15-3 能條桃子宛 
 

添付資料(３) 国際協力銀行宛公開質問状 
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2021年1月5日 
株式会社三井住友銀行  
取締役会長  宮田 孝一様 
頭取 CEO  髙島 誠様 

 
一般社団法人NO YOUTH NO JAPAN代表理事・慶應義塾大学4年 ​能條桃子 

Fridays For Future Japan/Tokyo・都立国際高校2年 ​岩野さおり 
Fridays For Future Japan/Kyoto・早稲田大学1年 ​中野一登 

神戸石炭訴訟 原告 ​今井絵里菜 
株式会社Allesgood代表取締役CEO​ 勝見仁泰 

Climate Live Japan実行委員会　共同代表・都立西高校2年 ​山本大貴 
一般社団法人Voice Up Japan代表理事​山本和奈 

早稲田大学4年 ​青柳雄大 
環境活動家・慶應義塾大学1年​ 露木志奈 

 
 

公開質問状 
 
　私たちは気候変動を憂う日本で暮らす10代・20代です。私たちは普段、学業・仕事の傍ら気候変動・環境
問題や若者の政治参加促進、人権保護などに関する活動を行っています。この度、御社が融資し、三菱商事

株式会社等が出資するベトナムのブンアン2石炭火力発電事業および国際協力銀行（JBIC）が2020年12月29
日に発表した約17億6700万ドル（約1800億円）の本事業に対する協調融資決定に疑問があり、本計画への融
資中止予定や計画実施の妥当性・企業としての姿勢などについて共同で質問をさせて頂きます。以下に質問

事項を記させていただきます。 
　お忙しいところ恐縮ですが2021年1月14日までに文書またはビデオ通話による回答をお願い致します。 
 

記 
 
【質問事項】 
（１）本計画は、日本とベトナム両政府によるプロジェクトであり、ベトナムの経済発展に寄与するものであると

認識しております。本計画が具体的に進められ始めた2007年からすでに10年以上の月日が経過し、気候変動の影
響がますます深刻化しつつあるとともに、ベトナムを含む国際社会では自然エネルギー発電の価格低下が起きてい

ます。 
　さらに日本では、2020年7月に石炭火力発電の輸出が厳格化され、10月に2050年までの脱炭素社会の実現を菅首
相が宣言をしました。このような状況の変化を受けて、この計画への融資中止を実施する予定はありますでしょう

か。また気候変動の観点からのこうした議論を貴社としてはどのように受け止めてますでしょうか。 
 
（２）仮に今後、中止の予定がない場合、ブンアン2の建設計画と、日本とベトナムも批准している気候変動枠組
み条約（パリ協定）および1.5度努力目標との整合性についてはどのようにお考えでしょうか。 
 
（３）国際的なESG（環境・社会・企業統治）の流れの中で、海外投資家などから、石炭火力発電事業への批判が
高まっています。新規の建設を含む貴社の方針を伺えないでしょうか。 
 
（４）日本経済団体連合会が「サステナブルな資本主義」を掲げ「グリーン成長」に向けた方針を掲げています。

企業会員の一員として貴社は気候変動を含む環境問題に対してどのようなビジョンで取り組んでいるのでしょう

か。 
 
以上 

担当者連絡先 能條桃子  
慶應義塾大学経済学部4年 

一般社団法人NO YOUTH NO JAPAN代表理事 
hontodesuka2021@gmail.com / 090-3431-5520 

〒153-0064  東京都目黒区下目黒4-15-3 能條桃子宛 
 

添付資料(４) 三井住友銀行公開質問状 
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2021年1月5日 
株式会社三菱UFJ銀行 
取締役頭取執行役員  三毛 兼承様 

 
一般社団法人NO YOUTH NO JAPAN代表理事・慶應義塾大学4年 ​能條桃子 

Fridays For Future Japan/Tokyo・都立国際高校2年 ​岩野さおり 
Fridays For Future Japan/Kyoto・早稲田大学1年 ​中野一登 

神戸石炭訴訟 原告 ​今井絵里菜 
株式会社Allesgood代表取締役CEO​ 勝見仁泰 

Climate Live Japan実行委員会　共同代表・都立西高校2年 ​山本大貴 
一般社団法人Voice Up Japan代表理事​山本和奈 

早稲田大学4年 ​青柳雄大 
環境活動家・慶應義塾大学1年​ 露木志奈 

 
 

公開質問状 
 
　私たちは気候変動を憂う日本で暮らす10代・20代です。私たちは普段、学業・仕事の傍ら気候変動・環境
問題や若者の政治参加促進、人権保護などに関する活動を行っています。この度、御社が融資し、三菱商事

株式会社等が出資するベトナムのブンアン2石炭火力発電事業および国際協力銀行（JBIC）が2020年12月29
日に発表した約17億6700万ドル（約1800億円）の本事業に対する協調融資決定に疑問があり、本計画への融
資中止予定や計画実施の妥当性・企業としての姿勢などについて共同で質問をさせて頂きます。以下に質問

事項を記させていただきます。 
　お忙しいところ恐縮ですが2021年1月14日までに文書またはビデオ通話による回答をお願い致します。 
 

記 
 
【質問事項】 
（１）本計画は、日本とベトナム両政府によるプロジェクトであり、ベトナムの経済発展に寄与するものであると

認識しております。本計画が具体的に進められ始めた2007年からすでに10年以上の月日が経過し、気候変動の影
響がますます深刻化しつつあるとともに、ベトナムを含む国際社会では自然エネルギー発電の価格低下が起きてい

ます。 
　さらに日本では、2020年7月に石炭火力発電の輸出が厳格化され、10月に2050年までの脱炭素社会の実現を菅首
相が宣言をしました。このような状況の変化を受けて、この計画への融資中止を実施する予定はありますでしょう

か。また気候変動の観点からのこうした議論を貴社としてはどのように受け止めてますでしょうか。 
 
（２）仮に今後、中止の予定がない場合、ブンアン2の建設計画と、日本とベトナムも批准している気候変動枠組
み条約（パリ協定）および1.5度努力目標との整合性についてはどのようにお考えでしょうか。 
 
（３）国際的なESG（環境・社会・企業統治）の流れの中で、海外投資家などから、石炭火力発電事業への批判が
高まっています。新規の建設を含む貴社の方針を伺えないでしょうか。 
 
（４）日本経済団体連合会が「サステナブルな資本主義」を掲げ「グリーン成長」に向けた方針を掲げています。

企業会員の一員として貴社は気候変動を含む環境問題に対してどのようなビジョンで取り組んでいるのでしょう

か。 
 
以上 

担当者連絡先 能條桃子  
慶應義塾大学経済学部4年 

一般社団法人NO YOUTH NO JAPAN代表理事 
hontodesuka2021@gmail.com / 090-3431-5520 

〒153-0064  東京都目黒区下目黒4-15-3 能條桃子宛 
 

添付資料(５) 三菱UFJ銀行宛公開質問状 



8 

2021年1月5日 
株式会社みずほ銀行 
取締役頭取  藤原 弘治様 

 
一般社団法人NO YOUTH NO JAPAN代表理事・慶應義塾大学4年 ​能條桃子 

Fridays For Future Japan/Tokyo・都立国際高校2年 ​岩野さおり 
Fridays For Future Japan/Kyoto・早稲田大学1年 ​中野一登 

神戸石炭訴訟 原告 ​今井絵里菜 
株式会社Allesgood代表取締役CEO​ 勝見仁泰 

Climate Live Japan実行委員会　共同代表・都立西高校2年 ​山本大貴 
一般社団法人Voice Up Japan代表理事​山本和奈 

早稲田大学4年 ​青柳雄大 
環境活動家・慶應義塾大学1年​ 露木志奈 

 
 

公開質問状 
 
　私たちは気候変動を憂う日本で暮らす10代・20代です。私たちは普段、学業・仕事の傍ら気候変動・環境
問題や若者の政治参加促進、人権保護などに関する活動を行っています。この度、御社が融資し、三菱商事

株式会社等が出資するベトナムのブンアン2石炭火力発電事業および国際協力銀行（JBIC）が2020年12月29
日に発表した約17億6700万ドル（約1800億円）の本事業に対する協調融資決定に疑問があり、本計画への融
資中止予定や計画実施の妥当性・企業としての姿勢などについて共同で質問をさせて頂きます。以下に質問

事項を記させていただきます。 
　お忙しいところ恐縮ですが2021年1月14日までに文書またはビデオ通話による回答をお願い致します。 
 

記 
 
【質問事項】 
（１）本計画は、日本とベトナム両政府によるプロジェクトであり、ベトナムの経済発展に寄与するものであると

認識しております。本計画が具体的に進められ始めた2007年からすでに10年以上の月日が経過し、気候変動の影
響がますます深刻化しつつあるとともに、ベトナムを含む国際社会では自然エネルギー発電の価格低下が起きてい

ます。 
　さらに日本では、2020年7月に石炭火力発電の輸出が厳格化され、10月に2050年までの脱炭素社会の実現を菅首
相が宣言をしました。このような状況の変化を受けて、この計画への融資中止を実施する予定はありますでしょう

か。また気候変動の観点からのこうした議論を貴社としてはどのように受け止めてますでしょうか。 
 
（２）仮に今後、中止の予定がない場合、ブンアン2の建設計画と、日本とベトナムも批准している気候変動枠組
み条約（パリ協定）および1.5度努力目標との整合性についてはどのようにお考えでしょうか。 
 
（３）国際的なESG（環境・社会・企業統治）の流れの中で、海外投資家などから、石炭火力発電事業への批判が
高まっています。新規の建設を含む貴社の方針を伺えないでしょうか。 
 
（４）日本経済団体連合会が「サステナブルな資本主義」を掲げ「グリーン成長」に向けた方針を掲げています。

企業会員の一員として貴社は気候変動を含む環境問題に対してどのようなビジョンで取り組んでいるのでしょう

か。 
 
以上 
 

担当者連絡先 能條桃子  
慶應義塾大学経済学部4年 

一般社団法人NO YOUTH NO JAPAN代表理事 
hontodesuka2021@gmail.com / 090-3431-5520 

〒153-0064  東京都目黒区下目黒4-15-3 能條桃子宛 
 

添付資料(６) みずほ銀行宛公開質問状 


